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第４章 
ＧＡＦ、ＩＣＦによる問題事象予測の一覧 

 
はじめに 

 前章までに本研究 3ヶ年に渡る共通評価項

目の信頼性と妥当性に関する研究結果、また

それ以前の 2009年からの 2009年 4月から厚

生労働科学研究中島班来住村上分担班の中で

行ってきた共通評価項目の信頼性と妥当性に

関する研究を振り返り、第 2章にその結果を

集約して示した。本研究では初年度に収集し

たデータを用いて、GAF および ICF の下位

項目について通院処遇移行後の精神保健福祉

法入院、問題行動、暴力の発生それぞれの関

連を検証し、各研究結果について総括研究報

告書 1)に掲載した。本章では上記結果を集約

し、地域での問題事象に対する防止要因とな

る生活機能について考察する。 

 

GAFによる問題事象の予測 

 本研究の対象は 2008年 4月 1日～2012年

3 月 31 日の期間に医療観察法入院決定を受

けた対象者であり、2013年 10月 1日までに

退院し、通院処遇となった対象者である。研

究協力が得られ、データが収集できた 22 の

指定入院医療機関からの 373名分のデータを

用いた。収集したデータには GAF 評定の欠

損値が多く、サンプルサイズで除外した結果、

解析に用いた Nは表 1のようになった。解析

は表 1に示した通院移行後の①精神保健福祉

法入院、②病状悪化による精神保健福祉法入

院、③問題行動（指定通院医療機関のスタッ

フから情報提供を受けた＜放火＞＜性的な暴

力＞＜身体的な暴力＞＜非身体的な暴力＞＜

医療への不遵守＞＜Al・物質関連問題＞のい

ずれかの発生）、④暴力（同じく＜性的な暴力

＞＜身体的な暴力＞＜非身体的な暴力＞のい

ずれかの発生）、⑤自殺企図の 5 種であり、

それぞれの発生と追跡日数を目的変数、退院

申請時のGAF評点を独立変数としてCOX比

例ハザードモデルによって解析した。 

 結果として退院申請時の GAF評点は COX

比例ハザードモデルによる解析がいずれも

５％水準で有意にならず、通院移行後の①精

神保健福祉法入院、②症状悪化による精神保

健福祉法入院、③問題行動、④暴力、⑤自傷・

自殺企図のいずれも予測しなかった。 

 

ICFの下位項目による問題事象の予測 

 ICFは医療観察法入院処遇ガイドライン 2)

において評定が求められている項目の第 1評

価点を用い、退院申請時の ICF各下位項目が

通院移行後の①精神保健福祉法入院、②症状

悪化による精神保健福祉法入院、③問題行動、

④暴力、⑤自殺企図の 5種をそれぞれ目的変

数として COX比例ハザードモデルによって

一項目ずつ解析した。対象は前項の GAFの

解析と同じであるが、表 21のように、GAF

よりも欠損値が少なく、解析に用いた Nは

192～318となっている。 

 ICF「活動と参加」項目および ICF「環境

因子」項目による問題事象の予測力の検討に

おいて、COX比例ハザードモデルにて 5％水

準以上で有意となった項目のハザード比一覧

を表 3、表 4に示す。表 3、表 4のように、

問題行動の予測の解析では Nが多いことも

あって有意となった項目が比較的多く、逆に

自傷・自殺企図の予測では発生件数が少ない

ために有意となった項目が少ない。また問題

行動の予測と暴力の予測については、予測の

対象としている「問題行動」が「暴力」のカ

                                                      
1 表の Nは「身体快適性の確保」等、欠損値
が最も少なかった項目（Nが最も多かった項
目）について示している。ICF評定値に欠損
値が多かった「複雑な経済的取引」等の項目
は、最大で 90名 Nが減少する。 
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テゴリに含んでいる 3種を皆含んでいること

もあり、通院移行後の暴力の予測の解析で有

意となった項目は全て問題行動の予測の解析

でも有意となっている。 

表 3、表 4のように【対人関係の終結】【社

会的ルールに従った対人関係】【社会的距離の

維持】【責任への対処】【基本的な経済的取引】

の各項目に問題があるほど通院移行後の暴力

や問題行動につながりやすく、【サービス・制

度】が充足していないほど通院移行後の暴力

や問題行動が少ないという結果が得られた。

【対人関係の形成】が問題行動や暴力と関連

せず、【対人関係の終結】【社会的ルールに従

った対人関係】【社会的距離の維持】に問題が

あると通院移行後の暴力や問題行動が生じや

すいという結果から、言い換えると、他者と

接近し、関わりを持つ能力よりも、他者から

距離を取る能力の方が通院移行後の暴力や問

題行動を回避する上で有効に機能する可能性

があると言える。 

【基本的な経済的取引】は共通評価項目の

【金銭管理】と相関が高く 3)、【金銭管理】が

通院移行後の精神保健福祉法入院、暴力、問

題行動と関連していた（第 2章）のと同様に、

金銭管理の破たんは暴力や問題行動、入院に

つながると言える。一方で【経済的自給】が

できている方が通院移行後に自傷・自殺企図

につながりやすいという結果が得られている。

経済的に自給していなくて支援が入っている

方が自殺企図をしにくいという可能性も考え

られるが、その理由は明らかではない。 

また【責任への対処】は通院移行後の問題

行動に関係するが共通評価項目の【治療・ケ

アの継続性１）治療同盟】【治療・ケアの継続

性４）セルフモニタリング】【治療・ケアの継

続性５）緊急時の対応】等は通院移行後の問

題行動に関係しない（第 2章）ことから、退

院申請時点で約束事を守っているということ

は問題行動の予測につながらないが、全般的

に責任を全うする傾向が長期的に見て問題行

動や暴力の防止に効果があると考えられる。 

【健康の維持】は通院移行後の問題行動に

関係し、精神病性症状は通院移行後の問題行

動に関係しない（第 2章）ことから、退院申

請時点の症状は問題行動につながらないが、

症状の安定を保つための能力が長期的に見て

問題行動に影響すると言える。 

【敬意と思いやり】【寛容さ】は問題がある

と通院移行後の問題行動を生じやすいが、症

状悪化による精神保健福祉法入院は逆に【敬

意と思いやり】【寛容さ】【合図】【危機への対

処】に機能が高いほど生じやすい。この結果

から明らかになったことは、本研究の調査か

ら収集された「症状悪化による精神保健福祉

法入院」というものは対象者が悪化時に入院

に同意できるということの影響が大きく、「症

状悪化による精神保健福祉法入院」は必ずし

も問題の指標とは言えないということである。 

【日課の管理】【日課の達成】ができないこ

とは、問題行動や暴力には必ずしもつながら

ないが、精神保健福祉法入院につながりやす

い。この結果からは長期的に見た時には退院

申請時に残存している精神症状等よりも日々

の生活パターンを維持できるかという点が重

要であることが示唆される。 

 

防止要因としての生活機能 

 前項までに述べたように、GAFは通院移行

後の問題事象を何も予測しなかった。その反

面に ICF の下位項目はいくつか関連が見ら

れている。これは GAF が生活機能と精神症

状を併せて包括的に評価する尺度であり、大

きく捉えると問題事象との関連は検出できな

いが、ICFの下位項目のように生活機能を細

かく分類して見ると、問題事象に関連するも

のとそうでないものとが検出できるというこ

とであろう。 

 ICFの下位項目の解析結果から得られる示



100 
 

唆は以下の 6点にまとめられる。 

①金銭管理能力の重要性 

②他者と距離を保つ能力によってトラブルが

回避される 

③長期的に見た時には退院時の精神症状より

も、健康の維持を図る能力が重要 

④長期的に見た時には退院時の約束事よりも、

全般的に責任を全うする傾向が問題行動や暴

力の防止に効果がある 

⑤日課の維持・継続は精神保健福祉法入院を

防ぐ 

⑥「症状悪化による精神保健福祉法入院」は

対象者が悪化時に入院に同意できる能力に依

存し、必ずしも問題の指標とは言えない 

 以上の事柄は、入院医療において力を入れ

てトレーニングすべきスキル、通院医療にお

いて留意すべき点について示唆をもたらすも

のと考えられる。 
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表 1 GAFによる問題事象の予測 解析ごとの Nと問題事象発生数 

 

 

表 2  ICFによる問題事象の予測 解析ごとの Nと問題事象発生数2 

 

 

表 3 ICF「活動と参加」項目による問題事象の予測 

COX比例ハザードモデルにて 5％水準以上で有意となった項目のハザード比一覧 

 

                                                      
2 表の Nは「身体快適性の確保」等、欠損値が最も少なかった項目（Nが最も多かっ
た項目）について示している。ICF評定値に欠損値が多かった「複雑な経済的取引」等
の項目は、最大で 90名 Nが減少する。 
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表４ ICF「環境因子」項目による問題事象の予測 

COX比例ハザードモデルにて 5％水準以上で有意となった項目のハザード比一覧 

 

 

 

 


